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第３章 北海道を取り巻く国際情勢と現状

１．北海道を取り巻く国際情勢 （１） 人口・市場の見通し

我が国の人口は、2008年（平成20年）以降減少し、
高齢者が３割に迫る勢いとなっており、市場の縮小が懸
念されています。

一方、世界全体では、2080年代半ばに向けて人口
は増加を続け、約103億人に達するものと予測されて
おり、特に、インドが2023年（令和５年）に中国を抜い
て世界１位となるとともに、アフリカが2050年（令和
32年）に世界人口の４分の１に達するといわれるなど、
グローバル・サウスと呼ばれる開発途上国・新興国が存
在感を強めています。

市場の動向については、直近では保護主義の動きも

見られますが、これまでの傾向としては、各国・地域間の
自由貿易協定や経済連携協定などにより世界全体の経
済規模が拡大しており、道内企業のビジネスチャンスの
拡大につながっています。

こうした中、過去20年の世界のGDPに占める先進
国、新興国の割合を比較すると、米国が世界の４分の１
を占め一貫して世界経済の中心にありますが、G7の占
める割合は約６割から４割に減少する一方で、中国は約
５％から15％を超えるまでに成長しており、インドは我
が国を抜いて世界４位の経済大国になると言われるな
ど新興国の比重は高まっています。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「国連世界人口推計World Population Prospects2024年版について」

>>>

出典：各国の人口 総務省「世界の統計2025」、北海道の人口 住民基本台帳人口(平
成27年1月1日現在、令和5年1月1日現在)

国・地域 2015年 2023年 増減

デンマーク 569 595 ＋26

フィンランド 548 560 ＋12

ノルウェー 520 552 ＋32

シンガポール 559 579 ＋20

北海道 543 514 ▲29

地域別の世界人口 北海道の人口規模 （万人）
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出典：世界銀行「World Development Indicators」2025年10月時点

出典：IMF「2026年１月国際経済見通し改訂版」を基に北海道が作成

IMFによる実質GDP成長率の国・地域予測

世界の名目GDPに占めるG7の割合の推移
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１．北海道を取り巻く国際情勢 （２）国際関係

近年、各国・地域間の自由貿易協定や経済連携協定の
締結が進んでおり、我が国においても、2008年（平成
20年）の日・ASEAN包括的経済連携協定や2021年
（令和３年）の日英包括的経済連携協定、2022年（令和
４年）の地域的な包括的経済連携（RCEP）協定などに
より多角的な貿易体制が強化されてきました。

一方で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やロシ
アによるウクライナ侵略は、グローバル・サプライチェー
ンやエネルギーの安定供給、経済・食料の安全保障など、

様々な面で世界的に大きな影響を及ぼしました。ウクラ
イナ情勢や中東情勢、東アジアの安全保障環境など、現
在、国際情勢は厳しい状況にあります。また、米国と中
国の関係が世界経済に与える影響が懸念されているほ
か、EUやロシア、グローバル・サウスなど世界の多極化
が進展し、米国の相次ぐ政策転換により国や個人など
様々なレベルで対応を余儀なくされるなど、社会経済情
勢の先行きに対する不透明感が高まっており、情勢の
的確な把握と柔軟な対応が重要となっています。

>>>

出典：外務省「我が国の経済連携
協定（ＥＰＡ/ＦＴＡ）等の取組」

自
由
貿
易
・経
済
統
合
の
進
展
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１．北海道を取り巻く国際情勢 （３）世界的な潮流

出典：経済産業省・総務省「デジタルインフラ（ＤＣ等）整備に関する有識者会
合（第１回事務局説明資料）」

>>>

国際的なビジネス環境の大きな変化としては、1999
年（平成11年）に提唱された「国連グローバル・コンパク
ト」、2015年（平成27年）に国連総会で採択された「持
続可能な開発目標（SDGs）」を通じ、企業はサプライ
チェーンも含め、人権尊重や環境等に関する責任ある行
動が求められるようになっています。

暮らしや産業、行政など様々な分野でAIやクラウド等
の新たなデジタル技術を活用し、社会の仕組みや在り方
を変革するDXの進展により、利便性が向上し、国境を
越えたコミュニケーションが容易になった一方で、情報
流通量が拡大し、これを支えるデジタル基盤の需要も高
まっています。

世界各地で異常気象による災害が発生するなど気候
変動の影響が顕在化し、パリ協定の採択以降、国内外で
脱炭素化を目指すGXの動きが加速しています。

このような時流を踏まえ、的確に対応しながら、成長
のエネルギーに変えていくことが重要となっています。

国内のデータ通信量
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２．北海道の現状と課題 （１）人口・生活

2050年（令和32年）の本道の人口は約382万人、
2070年（令和52年）には約281万人に減少する一方
で、高齢者人口比率は、2020年（令和２年）現在の
32.1％からそれぞれ42.6％、43.0％に上昇するもの
と見込まれています。このように人口減少・超高齢化が
進行すると、生産・消費など経済活動の深刻な停滞、税
収減による公共部門のサービス・投資余力の著しい低下
など、地域の社会経済を支える重要な機能が危機的な
状況に陥る恐れがあります。同時に、生産年齢人口も
2020年（令和２年）の約299万人から2050年（令和
32年）には約187万人と、2020年（令和２年）と比較
して100万人以上、４割弱減少することが見込まれてい
ます。既に、多くの業種で人手不足が深刻化し、地域の
産業と生活に与える影響が懸念されています。

さらに、道内では、小規模市町村で人口減少の進行度
合いが強いことから、今後、そうした市町村では更に人
口減少が進行することが見込まれ、人口の偏在や、市町
村間の格差の拡大、経済規模の縮小や地域活力の低下
が懸念されています。

我が国では1993年（平成５年）に導入された技能実
習制度に加え、2019年（令和元年）には、深刻化する人
手不足に対応するため特定技能制度が導入されたこと

も背景に、本道では2017年（平成29年）から2024年
（令和６年）までの８年間に在留外国人が約２倍に増加し、
在留者数が千人以上となる国・地域の数が６か国･地域
から13か国・地域へと増加しました。在留資格も、国籍
や滞在地域によって特色が見られ、一様ではありません。
地域によっては、外国人住民が人口の３割を超える状況
も見られます。

政府では、2025年（令和７年）11月、外国人との秩
序ある共生社会の実現に関して、「既存のルールの遵
守・各種制度の適正化」や「土地取得等のルールの在り
方を含む国土の適切な利用及び管理」の取組を進める
総理指示が行われました。これを受け、同年12月には、
不動産取得者の国籍把握等と実態調査を柱とする施策
パッケージが発表されるとともに、翌年１月には、「外国
人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」が新
たに取りまとめられ、入国前の日本語教育及び社会規
範等の理解促進、法やルールを逸脱する行為に対する
公正・厳正な対処、事実・実態を把握した上での制度適
正化、正確かつ十分な情報公開、関係機関間の情報共
有・相互連携といった取組により、安全・安心な社会を
実現などの基本的な考え方や国民の安全安心のための
取組、外国人が日本社会に円滑に適応するための取組
が示されました。

>>>
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(2023 年推計)」
及びその推計方法に準拠して北海道が推計出典：法務省「在留外国人統計」 ※各年12月末現在の人数

道内の在留外国人

北海道の総人口推計

さらに、技能実習制度に代わり、我が国の人手不足分

野における人材の育成・確保を目的とする育成就労制

度が創設され、2027年（令和９年）に予定される制度

移行に向け、同じく1月には、19分野の各分野別運用方

針において、特定技能制度及び育成就労制度の受入れ

見込み数として、それぞれ805,700人、426,200人

（合計約123万人）とすることが閣議決定されるなど、

我が国の外国人政策について新たな方向性が示されま

した。

地域では貴重な担い手を確保するため、自治体や企

業による外国人の受入れ・定着に向けた取組が進めら

れています。一方、言語・文化・習慣の違いによる地域の

ルールなどへの理解不足や、住民同士のコミュニケー

ション不足が顕在化しており、外国人の受入れ・定着に

向けては、お互いが地域社会の構成員であるという認

識のもと、受け入れる側が、共生社会の実現について理

解し協力するとともに、受け入れられる側も、共生の理

念と日本の風土・文化や日本語、そして、日本や地域の

ルールや制度を理解し、責任ある行動をとることが必要

となっています。

このため、政府の外国人政策に加え、その方向性も踏

まえながら、地域において、ルールなどの周知・徹底や

住民間の交流の促進、さらには、外国人住民の国籍・地

域の多様化も相まって、行政サービスの多言語化や支

援体制の充実などが求められることから、デジタル技術

などを活用した効率的な対応が重要となります。
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出典：厚生労働省北海道労働局「外国人雇用状況の届出状況（令和7年10月末時点）」

道内の外国人労働者数（国籍別R7)道内の外国人労働者数（在留資格別、産業別）

※「Ｇ７等」とは、フランス、米国、英国、ドイツ、
イタリア、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、
ロシアをいう。
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出典：特定技能制度及び育成就労制度の受⼊れ⾒込数について（第１３回特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議）

出典：(独)日本学生支援機構からの聞き取りを基に北海道が作成
※留学生数＝高等教育機関及び日本語教育機関の在籍者数

出典：厚生労働省北海道労働局「レイバーレター（令和６年度版）」

主な職種別有効求人倍率（2024年度） 道内外国人留学生数

特定技能制度及び育成就労制度の受入れ見込数（2026.1月）

1.83
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２．北海道の現状と課題 （２）産業

多様な業種の道内企業が広く世界各地で海外ビジネ
スを展開しています。一方、外資系企業による日本国内
のビジネス拠点は首都圏に集中する傾向が強く見られ
ます。

2020年（令和２年）、国は、農林水産事業者の利益の
拡大を図るとともに、輸出の拡大を実現するため、「農
林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を策定しました。
本道は我が国の食料等の供給地域として多くの農産物
や水産物、木材で全国一の生産量を誇っており、生産者
や事業者、支援機関等が連携しながら輸出拡大に向け
取り組んできた結果、ALPS処理水の海洋放出に伴う中
国等による日本産水産物の輸入停止を経験しつつも、
道産食品の輸出額は2023年（令和５年）に1,507億円
に達したほか、海外展開も視野に入れた道産木材製品
のブランド化が進んでいます。2024年（令和６年）、国
は「食料・農業・農村基本法」の改正に当たり、海外への
輸出を図ることにより食料の供給能力を維持すること
を明記しました。

世界全体の観光客数は経済規模の拡大に合わせ堅調
に拡大しています。訪日外国人旅行者数は、新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大防止を契機とした各国の対
応により大きく減少したものの、2024年（令和６年）に

3,687万人となり過去最高を記録しました。2025年
（令和７年）には20年ぶりの日本開催となる大阪・関西
万博が開催されました。本道は知床世界自然遺産や、
2024年（令和６年）に新たに国立公園に指定された日
高山脈襟裳十勝国立公園、世界文化遺産の「北海道・北
東北の縄文遺跡群」など、自然・歴史・文化・食といった
豊かな観光資源に恵まれており、2023年（令和５年）に
はアジアで初めてアドベンチャートラベル・ワールドサ
ミット（ATWS）が実地開催されました。観光地としての
魅力がさらに高まり、国内外から多くの観光客を引きつ
けるようになった一方、宿泊施設における人材確保が
課題となっているほか、一部地域においては、混雑やマ
ナー違反による地域住民の生活や自然環境への影響な
どが生じている状況への対応が必要となっています。

本道は広大な土地と冷涼な気候が特徴であり、風力・
太陽光・中小水力などの再生可能エネルギーが豊富に
賦存しています。道内では国から洋上風力発電の整備
に向けた促進区域に２か所が指定されており、有望区域
に３か所、準備区域に２か所が整理されています。次世
代半導体の製造拠点が立地し、量産開始に向けてプロ
ジェクトが進められています。

>>>
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２．北海道の現状と課題 （２）産業

また、2023年（令和５年）５月、国は、北海道を東京
圏や大阪圏を補完・代替するデジタルインフラの中核拠
点に位置づけました。さらに、2024年（令和６年）１月
には、北海道と札幌市が共同で「北海道・札幌『GX金
融・資産運用特区』」を提案し、６月、北海道・札幌市が全
国４か所の金融・資産運用特区の一つとして決定され、
併せて、北海道全域が国家戦略特別区域に指定されま
した。加えて、道内では、札幌市において海外企業誘致
の推進に向けて同年10月に海外企業受入ワンストップ
窓口が開設されました。また、民間に開かれたロケット
射場である北海道スペースポートの整備が大樹町にお
いて進められており、ロケットをはじめとした宇宙機器

産業や衛星データを活用したサービスなど宇宙産業へ
の参入機運が高まっています。

今後、再生可能エネルギー電源開発や再生可能エネ
ルギーを活用したデータセンターの立地、国際的な光海
底通信ケーブルの陸揚げ計画、北海道スペースポートに
おける民間ロケットの打上げなど、関連産業の集積促進
が期待されています。

一方、建設工事による騒音や交通渋滞、特有の生態系
が形成されている自然環境や良好な景観への影響、誘
致先が撤退した際の空洞化のリスク、インフラ整備等に
伴う財政負担の増加が懸念されています。

>>>

食品輸出額

出典：道「北海道食の輸出拡大戦略推進状況報告」

道内港からの道産食品の輸出額（地域別）

出典：道「北海道食の輸出拡大戦略推進状況報告」を基に作成

中国・香港

台湾

米国

欧州

ほか
中国・香港

台湾

ベトナム米国

欧州

ほか

2022年

９８９．３億円

2024年

726．9億円

65%

7%

ベトナム
5%

6%

9%

8%

16%

10%

23%22%

10%

20%
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出典：JETRO「2024年度外資系企業ビジネス実態調査」

出典：JETRO北海道「道内企業の海外事業活動実態調査」（2024年調査）
※自社拠点及び自社拠点以外で海外展開を行っている企業の合計

外資系企業の本社所在地 道内企業の海外進出拠点数

訪日外国人来道者数

出典：道「北海道観光入込客数調査報告書」訪日外国人来道者(実人数)

訪日外国人来道者数（国・地域別）

出典：道「北海道観光入込客数調査報告書」訪日外国人来道者(実人数)を
基に作成

北海道の経済規模（名目GDP）

香港 ﾆｭー ｼ゙ ﾗーﾝﾄ゙ ｼﾝｶ゙ ﾎ゚ ﾙー ﾍﾞﾄﾅﾑ 北海道

出典：IMF ｢World Economic Outlook｣ October
2024、2015年度及び2022年度道民経済計算
※北海道の名目GDPは各年の平均レートで換算し算出
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２．北海道の現状と課題 （３）国際交流を担う人材育成、支える基盤

道内の各地域で、また、日常的に海外との関わりが感
じられるようになっており、こうしたグローバル社会に
的確に対応し、北海道の地域活性化に貢献する人材の
育成が重要となっています。

一方、道内における旅券発行数、出国者数や海外に留
学する道内の学生数は増加傾向にありましたが、新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大防止措置の影響を受け
減少するなど、社会情勢に左右されやすく、海外の多様

な文化や価値観に触れる機会の確保が課題となってい
ます。

道や道内自治体が外国自治体との間で取り組む姉妹
関係に基づく友好交流や、道内に立地する総領事館、国
の地方支分部局、JICAやJETRO、HIECC等の関係機
関、官民が設置する海外事務所などは道民や企業・団体
の交流基盤となっています。

出典: 旅券発行数 外務省「旅券統計」、「出国者数 法務省「出入国
管理統計」

出典：(独)日本学生支援機構からの聞き取りを基に
北海道が作成

>>>

道内の年別旅券発行数と出国者数の推移 都道府県別旅券保有率 海外留学する道内学生

旅券保有率（外務省「旅券統計」）及
び総務省人口推計「総人口（各年
10/1現在）を基に北海道まとめ

2,441 (人)
(人) (冊)


